
【概要】 空き家対策と所有者不明土地等対策の一体的・総合的推進（政策パッケージ）について

○ 空き家と所有者不明土地等は人口減少等により増加しており、対策が急務。

○ 適切な管理が行われずそのまま放置されることにより、防災・防犯、衛生、景観等の面で周囲に様々な影響を及ぼす。

（令和６年１月22日付国土交通省不動産・建設経済局土地政策課長・住宅局住宅総合整備課長連名通知）

市町村等が両対策に一体的に取り組むことは、これらの適切な管理や活用を図る上で効果的。

【参照】「空家等に関する施策を総合
的かつ計画的に実施するための基
本的な指針（平成27年２月26日付
け総務省・国土交通省告示第１号）」
及び「所有者不明土地対策計画作

成の手引き」

②協議会の一体的な運営

①の計画の実施に向けた協
議に当たり、市町村におい
て所有者不明土地対策協議
会と空家等対策計画の作成
等に関する協議会を一体的
に運営することが可能

①計画の一体的作成

空家等対策計画及び所有者
不明土地対策計画を一体的
に作成し、両対策を兼ねる
計画とすることが可能

法に基づく所有者等情報の
内部利用

空家法及び所有者不明土地
法に基づき、固定資産税の
課税等の目的で保有する所
有者等関連情報を、所有者
探索のために内部利用可能

→上記範囲内で、空き家担当
部局と土地担当部局が所有
者関連情報等を互いに内部
利用可能

※土地等の所有者情報が不
明となることを未然に防ぐ
ため、相続登記や住所変更
登記の申請義務化

①税制特例措置の活用

空き家及び低未利用土地等
に関する税制特例による、
早期の活用・管理の促進

②空き家・空き地の活用促進

空家等活用促進区域制度や
地域福利増進事業制度によ
る、空き家と所有者不明土
地の一体的な活用等の促進

③指定法人の同時申請等

空家等管理活用支援法人及
び所有者不明土地利用円滑
化等推進法人の同時申請時
に、申請手続きのワンストッ
プ化が可能

【参照】「空家等管理活用支援法人の指定
等の手引き」及び「所有者不明土地利用円
滑化等推進法人指定の手引き」等

財産管理制度の活用

所有者不明又は管理不全状
態の建物及び土地について、
その適切な管理のため特に
必要があると認めるときは、
裁判所への管理命令の請求
を併せて行うことが可能

管理不全状態の例

①財政支援措置の活用

空き家対策総合支援事業や
所有者不明土地等対策事業
費補助金等の地方公共団体
や所有者等への財政支援を
組み合わせて活用可能

②相談窓口の一元化

市町村において、空き家・土
地に係る多様なニーズに対
応できるよう、一元的相談
窓口の設置を要請

【参照】「所有者不明土地等対策事業費
補助金交付要綱」及び「空き家対策総
合支援事業（概要資料）」

※赤字：未施行

※住基ネット及び戸籍情報連
携システムの活用も可能

【参照】「「特定空家等に対する措置」に
関する適切な実施を図るために必要な
指針（ガイドライン）」及び「所有者不明
土地の管理の適正化のための措置に
関するガイドライン」

期待される
効果

１.対策計画等 ２.所有者探索 ３.活用 ・ ４.適切な管理 ５.支援制度

両対策を連携して
実効性をもった形で
推進

両対策部局における
所有者関連情報等の
内部利用による
探索の効率化

・空き家や所有者不明土地の一体的な活用・
整備が可能
・危険な状態の空き家及び所有者不明土地に
効率的に対処可能

空き家と所有者不明土地等
を一体的に活用し、

中心市街地活性化等を推進


